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生保1（問題）

問題1．次の設問に解答せよ。〔解答は解答用紙の所定の欄に記入すること〕 （50点）

（1）次の①～⑤について、正しいものには○、誤りのあるものには×をつけよ。

　①ユニバーサル保険のt期末のキャッシュ・バリューCVtは、次の漸化式によりあらわさ

　　れる。

　　　CVt＝CV　t一十保険料十利息一ローディングー死亡保障費用一剰余金費用

　②「全体の30％の顧客に対して純保険料を20％割引」といった優良体割引を実施する場

　　合、非優良体の純保険料は理論的には15％割高となる。

　③株価指数連動型年金では、保険金杜は、最低保証部分については割引債、指数連動部分

　　については株価指数プットオプションで手当てするのが一般的である。

　④長期医療介護保障における要介護状態の判定方法にADL方式があるが、そのチエック

　　項目には一般に、入浴、着衣、摂食、用便、移動等がある。

　⑤低解約返戻金型商品については予定脱退率と予定利率の影響が大きいため、カナダ・ア

　　クチュアリー会のV生iuation　Techniq㎜e　Paperは感応度テストが必要と指摘している。

（2）次の①～⑤について、正しいものには○、誤りのあるものには×をつけよ。

　①契約のアセット・シェアと対応責任準備金の差をネット・アセット・シェアという。

　②保険計理人の実務基準第23条では、配当の確認におけるアセット・シエア方式の利用

　　について記載しているが、ここで代表契約選定単位の最低限の区分として、a．区分経

　　理の商品区分、b．保険事故の種類、c．契約経過年度、の3つがあげられている。

　③保険計理人は、実務基準における配当の確認において、代表契約について翌年度に支払

　　われる通常配当と、当該契約が翌年度に消滅した場合に支払われる消滅時配当の合計が、

　　当年度末アセット・シェアを決して超えないことを確認しなくてはならない。

　④保険業法施行規則第25条によれば、生命保険相互会社における剰余金の分配はアセッ

　　ト・シェア方式によらなくてはならない。

　⑤アセット・シェアの具体的な計算においては、喫約群団方式」と「代表契約方式」の

　　2とおりがある。
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（3）財務再保険の取り扱いは保険業法施行規則第71条第2項および平成10年大蔵省告示

　第233号に規定されているが、これに関して次の①～⑤を適当な語句で埋めよ。

　　　財務再保険とは、元受会社が保有する保険契約に係る［正コのリスクを移転する

　　再保険契約であって、当該保険契約から将来にわたって発生することが見込まれる収

　　益を匝］としてあらかじめ一定額を収受するものをいい（ただし、ある一定の条件を

　　満たす必要がある）、元受会社は［璽コの金額を［璽コとして積み立てる。財務再保

　　険の種知煙コ式再保険と［蔓］式再保険の2種類がある。

（4）次の①～⑤を適当な語句で埋めよ。

　現在日本における付加保険料体系はα一β一γ方式が広く用いられてレ）るが、それは次の

　点が優れているからである。

　　（a）同一保険種類の中では、保険期間、加入年齢に無関係な付加保険料の算式であり、

　　　　その中では［Φ］が保たれている。

　　（b）数少ないパラメータで付加保険料水準を決定するという［夏コがあ乱

　　（C）［璽］および効用主義の主張を共に一定限度満足している。

　　（d）新契約費・維持費、集金費のそれぞれの支出実態と予定事業費の対応がとりやす

　　　　く、［更コが容易である。

　　（e）［蔓］配当方式においては、配当率の設定が容易である。

（5）団体保険に関して、選択を行う際のグレッグによる原則について、次の①～⑤を適当な

　語句で埋めよ。

　　（a）社会的な利害関係によって結成された個人の集団でなく、［Φコを目的として組

　　　　織された場合は、逆選択の危険性がある。

　　（b）若く健康な新規加入者があり、老齢で健康を害した者が団体から脱退すれば団体

　　　　の［夏コは安定する。

　　（C）各個人の保険金額は、例えば、全加入者について同一金額または各人の給与・勤

　　　　続年数・資格等により［重コな基準で決定されるべきである。

　　（d）団体の従業員の［璽］または［更］に近い者が加入することにより逆選択を防止

　　　　できる。

　　（e）［蔓］が簡単である。
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（6）次の問題について、選択肢の中から正しい答えを一つ選べ。

　　3年満期の無配当定期保険の保険料をアキュムレーション方式（Hoskins’method）で

　計算したい。下記の前提条件を仮定すると年払営業保険料は、次のうちどれに最も近いか。

　（A）16，1OO円　（B）16，200円　（C）16，300円　（D）16，400円　（E）16，500円

　（F）16，600円　（G）16，700円　（H）16，800円　（I）16，900円　（J）17，OOO円

　　〔前提条件〕

　　・概算年払営業保険料：15，000円

　　・死亡保険金：1，O00万円

　　・死亡率：3年間とも1，0％。

　　・保険料比例経費：営業保険料の30％

　　・保険金比例経費：O

　　・保険金支払のための経費などその他の経費：O

　　・運用利回り：3％

　　・最終利益目標額：5，000円

　　・死亡は保険年度の中央で発生し、保険金は保険年度の中央で支払うものとす乱解約

　　　は発生しないものとする。また、事業費は保険年度始に支出されるものとす乱

　　・po1iCy危eは考慮しない。

（7）商品毎収益検証の際の保険年度単位のモデルについて、下記の前提条件のもとに・以下

　の問に答えよ。（記号はすべて保険金額1あたりのものであり、解答も保険金額1あたり

　として答えよ。）

　①丹。棚t）（第t保険年度末の残存契約1件あたりの第t保険年度利益）の式をあらわ

　　せ。ただし、使用する記号は下記に示す記号のみとする。

　②プロフィット・マージンの式をあらわせ。ただし、使用する記号は下記に示すもの・

　　および①のr〃0棚t）」とする。

　［前提条件］

　　・保険料の払方は年払とする。

　　・保険金は定額の死亡保険金のみとする。

　　・死亡は保険年度の中央で発生し、保険金は保険年度の中央で支払うものとする。

　　・解約は保険年度未で発生し、解約返戻金は保険年度末で支払うものとする。

　　・事業費は保険年度始に支出されるものとする。

　　［記号］　π：年払営業保険料率

　　　　　Et：第t保険年度事業費率

　　　　　V、：第t保険年度末の残存契約1件あたりの責任準備金率

　　　　　Wt：第t保険年度解約返戻金率
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　　　　　qtd：第t保険年度死亡率

　　　　　qtW：第t保険年度解約失効率

　　　　　Pt＝1－q－d－q－w

　　　　　　’t：第t保険年度末残存率（へ＝’t－1・p・、’o刊）

　　　　　　ft：第t保険年度資産運用利回り

　　　　　＾：第t保険年度に適用する危険割引率

　　　　　　ソt＝（（1ガ、）（1地）…（1市t））■1

（8）経過時間tにおける1株あたりの価格がS（t）＝1＋O．2×tの株式を、t＝oとt

　＝O．5に購入する場合、0≦t≦1におけるドル平均法による投資効率（複利利回り）は

　いくらになるか答えよ。（解答は％表示とし、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点

　以下第1位まで求めよ。）

（9）生保標準生命表1996（死亡保険用）では、薮餅年数については以下のとおり設定した。

男子 女子

1年裁断 1歳～24歳 1歳～24歳

2年裁断 25歳～34歳 25歳～34歳

3年裁断 35歳～39歳 35歳～44歳

4年裁断 40歳～49歳 45歳～54歳

5年裁断 50歳～ 55歳～

　なぜこのような裁断年数を設けたのか、r裁断年数」自体の説明も含め簡潔に説明せよ。

（10）医療保険における「不担保期間」と「待期間」についてそれぞれ簡潔に説明せよ。
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問題2．次の（1）から（3）のうち2問を選択し解答せよ。 （50点）

（1）　保険給付に死亡保険金（給付金）がある医療保障要素重視型商品について、保険数理

　　的な問題が発生する場合がある。これについて以下の間に答えよ。

　①死亡保険金（給付金）に関するrトンチン状態」を定義し、保険数理的な観点からこ

　　　れが持つ問題点を記せ。

　②①であげた問題点を回避するための具体的な方策を説明し、所見を述べよ。

（2）商品毎収益検証について、以下の間に答えよ。

　　①商品毎収益検証のモデルを選定する場合の論点について簡潔に説明せよ。

　　②モデル・ポイントの設定上の留意点をヴァリデーションも踏まえて述べよ。なお、

　　　モデル・ポイントおよびヴァリデーションについても簡潔に説明せよ。

（3）団体年金保険について、以下の間に答えよ。

　　①一般の個人保険・個人年金保険との相違点の．うち、予定利率設定にあたって考慮す

　　　べき点について述べよ。

　　②団体年金保険の予定利率の設定にあたって留意すべき点について所見を述べよ。

以　上
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生保1 解答例

問題1

（1）①x　②x　③x　④O⑤○

①「剰余金費用」が不要

②優良体の死亡率をq1、非優良体の死亡率をq2、それぞれの割合をα、

　　　1一α、標準体の死亡率をqとするとq＝α×q1＋（1一α）×q2＝

　　0．3×0．8×q＋0．7xq2より、0．7×q2＝0，76xqであるから、q2＝1．0857

　　　×qとなり、理論値は8157％である。

③　「株価指数プットオプション」は「株価指数コールオプション」

（2）①○　②○　③×　④x　⑤O

③　原貝1」として超えないことを確認するにとどまり「決して超えない」こ

　　　との確認ではない。

④3利源方式なども認められている。

（3）①すべて　②出再保険受入手数料（初年度コミッション）

　　③責任準備金　④共同保険　⑤修正共同保険

　　　〔解説〕以下のような根拠規定によって問題文は組み立てられている。

　　　・保険業法71条第2項「…　手数料を収受したときは、当該収受

　　　　した金額を寛庄塑瞳全として積み立てなければならない。」

　　　・平成10年大蔵省告示第233号第1条r…　当該再保険に付した

　　　　部分に係る主ミェのリスクを移転することを約し、当該再保険に付

　　　　した部分に係る保険契約から当該再保険に付した後に発生するこ

　　　　とが見込まれる収益を一山亜困幽としてあらかじめ収受

　　　　する再保険であって…　　」

　　　・同第2条第1項r財務再保険の種類は、次に掲げる二種類とする。

　　　　一　芸且医陳式再保険　二　修正装週保険武再保険」
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（4）①普遍性②簡明性③費用主義④収益管理⑤利源別

（5）①保険加入　②死亡率　③客観的　④全員　⑤管理

（6）　（C）

　概算営業保険料一全経費＝15，000円x70％＝10，500円

　AS（t）をr第t保険年度末のアセットシェア」

　RVD（t）を「概算保険料を1円変化させたときに第t保険年度末のア

　セットシェアに与える影響」

　とするとき、下記のような計算を行なう。

　AS（1）＝10，500円×1．03÷99．9％一1，000万円×0．1％×1，015÷99．9％

　　　　　＝666円

　AS（2）＝（666円十10，500円）x1．03÷99，9％一1，000万円×0．1％×

　　　　　1，015÷99．9％＝1，352円

　AS（3）＝（1，352円十10，500円）×1．03÷99．9％一1，000万円x0．1％x

　　　　　1，015÷99．9弓る：2，060円

　RVD（1）二70％x1．03÷99．9％＝0．721722

　RVD　（2）＝　（70％十0．721722）　×1．03÷99．9％＝1．465839

　R㎜D　（3）　＝　（70％斗1．465839）　×1．03÷99，9％＝2．233047

　保険料＝（5，000円一2，060円）÷2．233047＋15，000円＝16，317円

　従って、（C）。

（7）

　①

〃ψ（t）

・／（π一4）（1＋1、）一州・1。）％一物㌘・κ．、1、一（ゆ、一κ．、）／／戸、
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　　Σp・柳（1）・J、・ソ、

②　’一1

Σπ・7、．1・・、．、

’＝1

（8）（1・・）・何一・．2＋1．2／1．1より、H9．7％．

（9）経験表作成の際、選択効果を排除し死亡率の安全性を確保するため、

　　契約当初数年のデータを除外して作成するが、その除外期間を裁断年数

　　という。

　　　生保標準生命表1996以前の第5回全会社生命表にあっては年齢・性

　　別に関わらず1年裁断であったが、生保標準生命表1996の作成では、

　　年齢群団間で選択効果に差が認められる点を考慮し、年齢別に1年裁断

　　から5年裁断とし、男女間でも選択効果に差異が認められたことから、

　　同じ裁断年数でも男女間で適用年齢に差異を設けた。ただし、裁断年数

　　を長くずれは安全な死亡率が作成できるわけではなく、裁断年数を長く

　　した場合その部分のサンプルが少なくなることからかえって死亡率デ

　　ータとしての信頼性が減少する。

（10）

　　・不担保期間

　　　不担保期間には二つの考え方がある。「一定目数以上入院した場合、

　　入院日数に入院給付金日額を乗じて全額支払うが、一定目数以下の入

　　院に対しては給付しない方法」と「一定目数未満の入院に対して給付

　　金額を支払わないのは同じであるが、一定日数以上入院した場合は入

　　　除目数から一定日数を差し壱1いた日数に入院給付金目額を乗じた金額

　　　を支払う方法」である。不担保期間の設定により軽度の入院が抑制．さ

　　れ、国の医療費抑制政策とも合致する。

　　・待期間
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　責任開始期を契約目から一定期間遅らせる場合、その一定期間を

待期間という。故意入院または契約前発病を実務上効果的に排除し、

このような危険を回避する。しかし、待期間の制度は大多数の善意の

契約者に対しても、契約直後の入院に対して給付されないことになる

ので、商品設計の際には、契約者間の公平性の確保と契約者二一ズの

側面などからの検討を要する。

問題2（1）

保険給付に死亡保険金（給付金）がある医療保障要素重視型商品について、

保険数理的な問題が発生する場合がある。これについて以下の間に答えよ。

①死亡保険金（給付金）に関する「トンチン状態」を定義し、保険数理的

　　な観点からこれが持っ問題点を記せ。

死亡保険金（給付金）（以下、死亡保険金）に関する「トンチン状態」の定

義

　　医療保険等では医療保障部分の発生率が高年齢ほど高くなり、加入牢

　齢・保険期間によっては医療保障部分の責任準備金が高額になることが

　　ある。医療保障要素を重視した商品で死亡保険金を小額に抑えている場

　合、保険期間の後半で責任準備金額が死亡保険金額を上回ることがある。

　　このように保険期間中に責任準備金額が死亡保険金額を上回ることを

　　死亡保険金に関する「トンチン状態」という。

トンチン状態から発生する問題点

解約返戻金の水準を責任準備金に沿って定めている場合、トンチン状態一

では解約返戻金額が死亡保険金額を上回る場合が生じる。保険経営の健

全性、保険契約者間の公平性を保険数理的に考慮すると次の事項などが
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問題点として挙げられる。

◆　死亡危険の近づいている契約者は、解約した方が受取額が大きいこと

　から解約の支払いを請求することとなり、死亡保険金を支払う以上に

　支払いが多くなる。このような支払いの増加は保険料計算上考慮され

　ていないため、収支の悪化を招くこととなり健全性が損なわれる。

◆　解約返戻金額が死亡保険金（給付金）額を上回ることを知っているか

　どうかで受取額が異なることとなり、保険契約者間の公平性が保たれ

　ない。

◆　保険契約を継続して死亡保険金を受け取る意味がなくなち、解約が促

　道されかねない。そして、保険料計算や責任準備金評価時に想定し許

　容していた以上に解約が起こると、当初の予測収益が得られなくなり、

　残存の保険群団の維持に支障をきたす恐れがある。

②　①であげた問題点を回避するための具体的な方策を説明し、所見を述べ

よ。

したがって、「死亡保険金より解約返戻金の方が受取額が大きい」という状

態を避けなければならない。その具体的な回避策および所見を述べる。

　ユ）該当するケースが発生するような契約は社内規定等で制限する。

　　　◆該当するケースが保険期間のうちのごく一部の期間に限定され

　　　　る場合、緊急避難的方策として次のような方法が考えられる。

　　　　販売規定により該当箇所を販売しないとすることで、トンチン状

　　　　態を避けることができる。この場合、料率改定の度に該当箇所が

　　　　変わることがあり注意が必要である。さらに、更新契約の場合は

　　　　料率改定により新たに制限該当箇所になったからといって制限す

　　　　るのは困難であり、より一層の慎重さが求められる。

　　　　または、該当箇所を具体的に示し、死亡に対して解約返戻金相当
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　　　額を支払うとする方法がある。しかし、この支払は保険料計算に

　　　組み込まれていないため、保険料不足になり収支が悪化する可能

　　　性があり、収支予測を十分に行ない、他の収益でカバーできるか

　　　どうか確認しておかなければならない。

　◆　該当するケースが多い場合は、該当箇所の販売制限をすることは、

　　　営業職員に対して不便を与えることになり、契約上のトラブルに

　　　もなりかねない。

　　　また、該当箇所に対して解約返戻金相当額を支払うことは、たと

　　　え収支予測により他の収益でカバーできる範囲であっても、収益

　　　性が著しく劣ることになり保険金杜にとって商品の魅力が薄れる。

2）解約返戻金を死亡保険金額以下に強制的に抑える。

　　　トンチン状態は契約の後半に発生することが多いため、新契約費

　　の精算とは異なる解約益が生じることになる。この益は将来生じる

　　かもしれない群団としてのコストを脱退契約群団にも負担してもら

　　うという考えに基づいていると言える。

　　　しかし、この方法では契約者が本来持っている解約返戻金額の一

　　部を没収することになっているとも考えられ、この益の取扱につい

　　て十分検討しておく必要がある。

3）低解約返戻金型商品の開発。

　　　解約返戻金を給付の1種類と考えて保険料計算の際に脱退残存率

　　を用い、責任準備金額は死亡保険金額を上回る場合があっても、解

　　約返戻金額を死亡保険金額以下となるように設定することによりト

　　シチン状態を避ける。

　　しかし、医療保障を必要とする群団の解約動向、払込保険料額に対

　　する解約返戻金の水準が解約に与える影響等、脱退残存率の設定が

　　極めて難しく、様々な仮定の収支予測を行なう必要がある。

4）死亡保険金額の設定を高く変更する。
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　　商品内容を変更して、解約返戻金額が死亡保険金額を上回らない水

　準まで、死亡保険金額を一律に高く設定して回避する方法もある。

　　トンチン状態は回避されるが、医療保障要素重視型商品という特徴

　　が薄れることになる。

　　また、トンチン状態となる場合のみ、保険料および責任準備金の算

　式に盛り込み死亡保険金額を解約返戻金額に合わせて高く設定する

　方法がある。しかし、保険料および責任準備金の計算が複雑になる

　　こと、契約者に対して死亡保険金の動きを示す必要があること等、

　保険計理上・システム上の負担が大きくなる。

5）保険期間を短くして、トンチン状態が起こらない範囲で販売する。

　　この場合、高年齢では保険期間が短くなり極端な場合には1年とな

　　ってしまう。その結果同程度の保障を必要とすると更新の度に保険

　料が急激に高くなってしまうという問題が生じる。また、一定年齢

　以上では保障と保険料のバランスが悪くなり商品の魅力がなくなっ

　　てしまうことも起こる。

　　したがって、限定された範囲内でのみ有効な方策である。

【解答の作成にあたって】

本題は保険1（生命保険）のテキスト第2章「解約返戻金」からの出題で

ある。

①の定義についてはテキストを隈なく読んでいれば解答できる。問題点の

列挙は経営の健全性、保険契約者間の公平性の観点から問題点を見つけてい

くとよいであろう。

②の問題点の解決策および所見については、テキストの内容にとらわれず

広い範囲で案を模索されることを望む。所見にはアクチェアリーとして基礎

率、保険料・収益性等について言及することが大切である。同じトンチン状

態で、年金商品の場合は「解約を制限する」という方法があるが、この問題
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の方策としては適さないと考える。

基礎的な内容であるが、問題の趣旨を理解し、整理された解答を時間内に

まとめるには、日頃の訓練が必要である。

問題2（2）

①商品毎収益検証のモデルを選定する場合の論点について簡潔に説明せよ。

商品毎収益検証のモデルを選定する場合の論点は、以下の4点である。

1．キャッシュフローの発生のタイミングをどうとらえているか。

　例えば、契約の発生時期の分布、死亡事故・解約等の発生時期の分布、

事業費の発生時期の分布、利息の付利の仕方などである。

2．検証項目をどう選定するか。

　　例えば、消滅時配当を考慮するか否か、ソルベンシー・マージンを考慮

するか否か。また、事業年度単位で収益を検証する場合には、支払備金、

　I　B　NR備金、危険準備金、追加責任準備金、およびその他諸積増を含ま

せることができる。

3．検証目的と見合っているか。

　　商品ごとの収益性およびシナリオに対する収益性の感応度を、商品間で

比較・分析する場合、保険年度単位のモデルでも十分である。実際の決算

　に与える影響まで検証する場合には、事業年度単位のモデルが必要になる

　う。また、決算見込み、短期収支計画等の詳細な将来予想が必要とされる

場合は、月単位のモデルが不可欠となる場合もあろう。

　　理想的には商品毎収益検証のモデルをそのまま会社モデルとして使用で

　きることが望ましい。

4，実務的であるか。

　　例えば確率論的手法を用いて将来収支分析を行なう場合、数百本以上の
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シナリオに対する利益の感応度を検証することになる。モデルの選定及び

モデル・ポイントの数によっては分析時間が実務的でなくなる場合がある。

必然的に簡便で効率的なモデルを用い、モデル・ポイントの数を減らして、

実務対応することとなる。

　また、事業費と運用収益の仮定はよく変更が加えられるので、それらの

変更が容易なモデルとする必要がある場合がある。

②モデル・ポイントの設定上の留意点をヴァリデーションも踏まえて述べよ。

　なお、モデル・ポイントおよびヴァリデーションについても簡潔に説明せ

　　よ。

I．モデル・ポイントとは

　　収支分析を行なうとき、計算効率を上昇させることを目的として、各契

　約を一定の要件のもと群団化し、群団を代表する契約を選定する方法が取

　られることがある。この代表契約のことをモデル・ポイントという。

lI．　ヴァリデーションとは

　　ヴァリデーションとは、モデル・ポイントが算出する各種統計数値の比

　較評価のことであり、モデル・ポイントがどれほどよく会社全体の保有契

　約を代表しているかを評価することをいう。具体的には、各種統計数値と

　モデル・ポイントを利用して算出された数値の差または比を評価すること

　をいう。

皿．ヴァリデーションの方法

　　ヴァリデーションを行なう項目は、保有件数、保険金額、事業年度末保

　険料積立金などである。保険料収入、事業費、保険金等支払額、運用収益、

　年換算保険料および事業年度末保有契約に対する解約返戻金などを追加す

　ればより高い精度のヴァリデーションを行なうことができる。

　　ある一時点における統計値に対してよい近似を与えるモデル・ポイント

　であっても、将来収支のよい近似を与えるとは限らないので、より精度の

　高いヴァリデーションを行なうには、将来または過去の何年間かの統計数

　値を比較評価する、即ち、保有契約全件を計算した将来の数値あるいは過
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　去の実績値とモデル・ポイントを用いて計算した数値を比較することが必

　要である。分析の目的に応じて求められる精度も異なるため、必要に応じ

　これらの方法で確認することになる。

IV．モデル・ポイントの設定上の留意点

1、ヴァリデーションの必要性

　　将来収支分析収益検証には、死亡率、解約率、金利などの数々の仮定が

　必要であるが、将来のこれらの仮定を確実に予想する決定的な理論は、現

　在のところ存在しない。よって、現在のところは、シナリオを用いた将来

　収支分析も行なうことで、目的を達成しようとしており、その前提となる

　モデル・ポイントが正確でなければ、目的の分析を行なったことにはなら

　ない。したがって、モデル・ポイントのヴァリデーションは必須である。

2．目的に応じた設定

　　利用目的に応じて、求められる精度となるようにヴァリデーションを行

　ないながらモデル・ポイントの選定を行なうことが肝要である。

3．効率化を目指した選定

　　群団化の方法、つまりモデル・ポイントの選定は、ヴァリデーションを

　行ないながらトライ・アンド・エラーで行なうこととなる。

　　効率的な群団化とモデル・ポイントの選定を行なわないと、販売量の少

　なかった商品の場合、選定されたモデル・ポイントの数が、該当する群団

　の保有契約の件数より多くなってしまうことすらある。

　　また、実際には、保有契約のうち将来収支分析の目的では無視し得る群

　団が存在する。過去の契約の多くが解約により脱退している群団の場合、

　若年齢および高年齢等、そもそも販売実績の少ない契約群団の場合などで

　あり、これらは一群団にまとめることができよう。

　　モデル・ポイントの選定にあたっては、会社の販売実績などの分析を十

　分に行ない、モデルを利用する目的に応じて、ケース・バイ・ケースで群

　団化する必要がある。

4．コンピューターの効率

　　モデルの計算に要する時間は、コンピューターの効率によっても大きく

　異なる。実務的な実行時間とモデル・ポイントの選定は常に相関関係にあ
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　る。

5．シナリオの数が少ない場合

　　決定論的手法による場合で、シナリオの数が少ない場合、計算に要する

　時間が少ないためモデル・ポイントの数を多くすることができる。保有契

　約がそれほど多くない場合には、モデル・ポイントの選定に要する作業を

　節約して、保有契約全体に対して計算を行なう場合もあり得る。

6．生命保険金杜の保険計理人の実務基準の要請

　　商品毎収益検証を行なう中で、配当を検証する必要がある場合がある。

　その際、保険業法に基づく、保険計理人による配当の公正・衡平の確認作

　美との整合性を考慮する必要がある場合がある。

　　実務基準では、保険計理人は、消滅時配当を支払う保険契約に対して、

アセット・シェアに基づき、その公正・衡平を確認しなければならないと

　されており、「選定単位は（a）区分経理の商品区分（b）保険事故の種類（c）契約

経過年度によって最低限区分しなければならない。さらに基礎書類上の保

険種類、販売経路、危険選択方法、性別、契約年齢、保険料払込方法、保

　険金額、保険期間によって細かく区分できる」となっている。

　　また、実務基準の解説書によれば代表契約の選定基準の例として以下の

項目を挙げている。

　　（i）保険料および責任準備金の対保険金額比、費差損益および死差損益

　　　　発生状況が選定単位の平均から乖離しない契約

　　（i）選定単位内で最も出率の高い契約

　　（血）その他計理人が合理的かっ適正であると判断した契約

モデル・ポイントの選定にあたっては、これらと整合性を考慮する必要があ

る場合がある。

7．その他

　　モデル・ポイントの選定に要する作業コスト、時間も考慮する必要があ

　る。ヴァリデーションについても同様である。

V．まとめ

　　モデル・ポイントの選定は、ヴァリデーションを行ないながらトライ・

　アンド・エラ』で行なうものである。求められる精度を満たした上で、そ
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の選定により、モデルを利用する目的に応じた、効率的な商品毎収益検証

としなければならない。

【解答の作成に当たって】

　本間惇、保険1（生命保険）のテキスト第10章商品毎収益検証からの

出題である。①のモデルの論点、②モデル・ポイント設定の留意点ともテキ

ストに記載されていることであり、それを理解すれば解答できる問題である。

問題2（3）

①一般の個人保険・個人年金との相違点のうち、予定利率設定にあたって考

　慮すべき点について述べよ

団体年金保険と一般の個人保険・個人年金・との相違点の中で、以下の点につ

いては、団体年金保険の予定利率ρ設定にあたって考慮すべきである。

○団体年金保険は、満了等のある個人保険とは異なり、終期のない保険契約

　であり基本的には永続的に継続する商品である。

○解約やシェア変更などにより資金流動性が高く、キャッシュフローが不規

　則で、大型団体の契約ではそれが高額となる。これらは、団体年金保険に

　おいて効果的な解約控除機能を有していないこと等にも起因している。

○運用商品としての色彩が強く、費差益・死差益等といった運用関係以外の

　収益がほとんどない。

○契約者が企業であり、「一般的に保険契約に関する知識が豊富で理解力が

　高い」r選別意識が高い」r実績還元二一ズが強い」rディスクロージャー

　の要求が強い」などの傾向があり、金利感応度が高く市場金利の動向によ

　　って解約増加等を招きやすい。

○信託銀行、投資顧間合杜といった隣接業界にもわたり競合している。
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これらの点とともに、その他r法に基づいた商品であり、より公共性が高い」、

「特別法人税（現在は凍結）や予定事業費にかかる消費税がある」といった

点も考慮すべき点として挙げられる。

②団体年金保険の予定利率の設定にあたって留意すべき点について所見を

　述べよ。

本間は、団体年金保険の予定利率に関する問題であるが、次のような「基本

的な考え方」は個人保険・個人年金の場合と比べ大きく変わるものではない。

○基本的な考え方

・　　予定利率の設定にあたっては、自社の運用利回りとその直前期間にお

　ける短期的トレンド、また新規投資の運用利回りなどをもとに、自社の将

　来の運用方針や短期的な将来の利回り予測などに基づき決定するという

　のが基本的な考え方であるとされており、保証利率としての性格から保守

　的なものを採用すべきである。

・　　近年における長期的な低金利下においては、従来以上に商品特性・運

　用方針・配当政策などと一本化した予定利率の設定が必要である。

・　　一般的には団体年金保険を区分して内部管理会計を行なうことが望

　　まれるが、セルフサボーティングを前提とした予定利率を設定する必要が

　　ある。自社の運用方針をふまえ、悲観的なシナリオも含め、将来の金利等

　　について様々な運用シナリオを設定して収支分析を行ない、「セルフサポ

　　ーティングの状態になるのか」を十分に検証する必要がある。

解答を作成するにあたっては、これらの「基本的な考え方」を論じたうえで、

①に挙げたような個人保険・個人年金との相違点などをふまえ、以下のよう

なポイントで所見を述べることが望まれる。

○運用方針等との関連

　・運用商品としての色彩が強いことから、当該商品の資産の運用方法（総
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　　合的な収益を期待するバランス型運用であるか、キャッシュフロー・マ

　　ッチング等のALM手法による資産運用であるか等）や運用資産の特性

　　　（円貨建債券等の安定運用資産や株式・外貨建債券等のリスク性資産の

　　割合はどの程度か等）を踏まえる必要がある。

　・死差益、費差益といった利差益以外の利源によるバッファがほとんどな

　　いことから、運用方針、運用資産の期待収益率、市中金利や株価の変動

　　に対するリスク許容度などをふまえ、十分保守的に設定すべきである。

　・また、リスク許容度は、「危険準備金や価格変動準備金などの内部留保

　　水準がどの程度にあるか」と密接に関連することから、必要な内部留保

　　の水準や今後の積立計画も踏まえる必要がある。

○配当政策との関連

　・配当政策を十分踏まえる必要がある。

　　例えば、リスク性資産を組入れたバランス型運用であれば、配当を実績

　　還元色の強いものとし予定利率は保守的に設定することとなる。また、

　　キャッシュフロー・マッチング運用であれば期待される運用収益をより

　　予定利率に反映させることができる。

○商品性との関連

　・団体年金保険は、終期のない保険契約であることから、予定利率の設定

　　　にあたっては長期的な視点が必要であり、より保守的な設定が望まれる。

　　また、終期がない点をふまえれば、予定利率の変更権は約款上設定すべ

　　　きである。

　・現行の団体年金保険には予定利率の変更権が設定されており、個人保

　　　険・個人年金とは異なり、標準責任準備金の対象外契約である。

　　　したがって、標準利率を前提とする必要はないが、実績還元色の強い配

　　　当方法である場合など、安定的・継続的に配当還元を行なう個人保険・

　　　個人年金に比べ、より保守的に予定利率を設定するのが一般的であると

　　　考えられる。

　・資金の流動性が高いことから、一時に高額な資産の売却損が発生する懸

　　　念があり、将来のキャッシュフローを極力精緻に予測し、予定利率の設

　　　定にあたって反映させる必要がある。しかしながら、団体年金保険のキ
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　　ヤッシュフローは不規則で高額であることから、一般的にはそのキャッ

　　シュフローを予測することに限界があるため、資産の売却損の発生など

　　を十分見込んで保寺的に設定する必要がある。

　・解約控除の設定等資産を安定化しうる仕組みを設ける場合や、市場価格

　　調整（Market　Va1ue　Ad〕ustment）等の設定により売却損を担保す

　　る仕組みがある場合など、より市中実勢金利を反映した予定利率の設定

　　も可能である。

　・一般の団体年金保険の他に、「予定利率変動型商品の場合、予定利率の

　　設定方法（例えば何の金利指標に連動させるか）や予定利率適用期間等

　　を踏まえて水準を設定する必要がある」といった商品特性に応じた視点

　　が必要である。

○予定事業費等との関連

　・低金利下においては、高い予定利率の設定が望めないことから、商品性

　　を確保するために予定事業費率水準との関係を考慮する必要がある。そ

　　の際、特別法人税（現在は凍結）や予定事業費にかかる消費税の水準も

　　考慮すべきである。

○競合商品等の関連

　・前述のとおり契約者が企業であり、r理解力が高い」r選別意識が高い」

　　等の傾向があるため、金利感応度が高く市場金利の動向によって解約増

　　加等を招きやすい。また、団体年金保険は隣接業界にわたり競合してお

　　　り競合商品の種類が多い。

　　　したがって、設定する予定利率の水準により、商品の魅力が他社や隣接

　　他業界の商品に相対的に劣った場合、自社から大量の資金流出が発生す

　　ることも想定される。これは、営業上の観点ばかりでなく、運用の非効

　　率化等を招くことから留意する必要がある。

　・企業はr実績還元二一ズが強い」rディスクロージャーの要求が強い」

　　などの傾向もあり、これらをふまえた予定利率の設定が望まれる。

○その他

　・その他、団体年金保険の予定利率の設定にあたっては、「公共性の高い

　　商品であることに対する配慮」「退職給付債務としての一般企業会計へ
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の影響」「制度設計利率との関係」なども留意すべき点として考えられ

る。

【解答の作成にあたって】

本間は、保険1（生命保険）のテキスト第1章r営業保険料」からの出題で

ある。

団体年金保険に関する問題であるが、「予定利率の設定における基本的な考

え方」について、単にテキストの記述だけを理解するのではなく、自分なり

に体系的に整理し理解しているのか、そして具体的な商品に対してどのよう

に考え応用していくのかを問うものである。

テキストを自分自身で消化し、問題意識を持って理解度を深めていく必要が

あると思われる。

以　上
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